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◎　一般会計 （単位：千円）

令和４年度　小城市一般会計補正予算総括表

会 計 区 分 補正前の額 補 正 額 合 計 備 考

21,748,752 253,515 22,002,267１ 一般会計
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議案第30号　小城市一般会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.9

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2億5,351万5千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ220億226万7千円とするものです。

　歳入の主なものは、各種事業に伴う国庫支出金、諸収入、市債を増額し、財源調整のため財政調

整基金繰入金を増額するものです。

　歳出の主な内容は、「過疎対策推進事業」、「ＤＸ推進事業」、「子ども家庭総合支援拠点事

業」、「新型コロナウイルスワクチン接種事業」等を増額し、「コミュニティ助成事業」、「水産

振興事業費補助事業」、「第３弾キャッシュレス決済推進事業」を新たに計上するものです。

4,377,919 19.9 議 会 費 205,178 0 205,178

歳 入

補 正 前款 別 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

市 税 4,377,919 0

14,598 0 14,598 0.1 衛 生 費 2,336,578 180,507 2,517,085

株式等譲渡所得割交付金 22,051 0 22,051 0.1 労 働 費 9,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

令和４年度　第２号補正後予算総額　　22,002,267千円

35.6

地 方 譲 与 税 157,060 0 157,060 0.7 総 務 費 2,491,565

11.4

利 子 割 交 付 金 4,265 0 4,265 0.0 民 生 費 7,817,226 4,249 7,821,475

18,288 2,509,853 11.4

配 当 割 交 付 金

37,680

5.0

地方消費税交付金 945,946 0 945,946 4.3 商 工 費 208,742 35,079 243,821 1.1

法人事業税交付金 36,107 0 36,107 0.2 農林水産業費 1,082,492 15,000 1,097,492

8,500 0 8,500 0.0 災 害 復 旧費

217,956 3,553,148 16.1 予 備 費

分担金及び負担金 117,774 0 117,774 0.5 公 債 費 2,357,010 0 2,357,010

使用料及び手数料 161,939 0 161,939 0.7

国 庫 支 出 金 3,335,192

諸 支 出 金

100,000繰 越 金 100,000 0

1,872,456 8.5県 支 出 金 1,872,456 0

財 産 収 入 33,023 0 33,023 0.2

2.4繰 入 金 5,947 537,090

1,364,500

531,143

寄 附 金 0

0.0

0.130,000 0

0 9,180 0.1

242,432 0 242,432

30,000

4.0

10.1

0 37,680 0.2 消 防 費 869,555 0

1 0 1

869,555

1.1

10.7

7,145,750 32.5 教 育 費 2,221,908 392 2,222,300

22,002,267

0.5

21,748,752100.0

1.7

地 方 交 付 税 7,145,750 0

合 計 21,748,752

1,364,500 6.2

諸 収 入 351,833 14,612

253,515 253,515

366,445

市 債 15,000 1,132,900

合　　　　　計

1,117,900

22,002,267

5.1

100.0

8.5環境性能割交付金 13,116 0 13,116 0.1 土 木 費 1,876,885 0 1,876,885
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令和４年度小城市一般会計補正予算（第２号）　主な事業一覧　

頁 事　業　名 補正事業費：千円

企画政策課 4 過疎対策推進事業 1,774

5 コミュニティ助成事業 14,600

6 ＤＸ推進事業 1,914

社会福祉課 7 子ども家庭総合支援拠点事業 2,028

健康増進課 8 新型コロナウイルスワクチン接種事業 180,351

農林水産課 9 水産振興事業費補助事業 15,000

商工観光課 10 （新規）第３弾キャッシュレス決済推進事業 34,679

 ・ 令和4年度小城市一般会計補正予算（第2号）　新型コロナウイルス感染症対策事業一覧

所　　属

総務部

福祉部

産業部
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

7 1,767 1,774

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

1,296 113 248 23 30 62 2 1,774

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 職員手当等 共済費 旅費 需用費
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 1,939 4,200

財
源
内
訳

一般財源 1,932

その他 7 12

地方債

103

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

4,188 8,208 8,288 一般財源

県支出金

63,656

8,220 8,300 事業費計 63,759

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

その他12 12

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　過疎地域持続的発展計画の策定及び進行管理等を行い、地域の自立に向けて、持続可能な地域社会の形成及び
地域資源を活用した地域活力の更なる向上を推進することにより、過疎地域の持続的発展を目指す。

【内容】
　・過疎地域持続的発展計画の策定及び進行管理
　・全国過疎地域連盟・佐賀県過疎地域協議会への参加

【補正内容】
　・集落支援員の設置
　　　地域社会の維持や活性化を図るため、過疎地域指定を受けた芦刈町に集落支援員を設置
　・全国過疎地域連盟・佐賀県過疎地域協議会負担金の増

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、過疎地域等における集落対策の推進要綱、小
城市集落支援員設置要綱（予定）

事業期間
令和4 令和12

行政評価の推進
一般 2 1 6 1483

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 2 行政改革の推進

新規事業 既存事業

予算事業名 過疎対策推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

14,600 14,600

令和4年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

14,600

令和4年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 14,600 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

14,600

一般財源

14,600

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　コミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備に対して補助金を交付し、地域コミュニティ活動の充実・
強化を図ることにより、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上を目指す。

【内容】
　一般財団法人自治総合センターが宝くじ社会貢献事業として実施する事業の１つで、自治総合センターが定
めるコミュニティ助成事業実施要綱に基づき、助成事業として採択された事業に対して補助金を交付する。

　・コミュニティセンター助成事業
　　助成対象：遠江集落自治会
　・一般コミュニティ助成事業
　　助成対象：浜中集落自治会・久本行政区自治会・住の江東区
　

【事業費の負担割合】
　一般財団法人自治総合センター
　・コミュニティセンター助成事業 3/5（上限1,500万円）
　・一般コミュニティ助成事業 10/10（上限250万円）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画)

法令根拠 令和4年度コミュニティ助成事業実施要綱、小城市コミュニティ助成事業補助金交付要綱

事業期間
平成17

市民主体のまちづくりの推
進一般 2 1 7 1082

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

幅広い交流を深めにぎわい
のあるまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 2
協働によるまちづくりの推
進

新規事業 既存事業

予算事業名 コミュニティ助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 8

- 5 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,914

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,914

合　　計

1,914 1,914

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 18,685 4,000

財
源
内
訳

4,000

一般財源 14,201

その他

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

28,000 28,327

一般財源

県支出金

64,811

14,201

28,000 28,327 事業費計 79,012

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 4,484

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自治体が担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させるととも
に、デジタル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく。

【内容】
　・自治体の行政手続のオンライン化
　 (令和4年度末を目指して、子育て・介護関係の26手続についてマイナポータルからマイナンバーカードを用
　　いてオンライン手続を可能とする)
　・AI・RPAの導入
　・地方公共団体情報システムの標準化・共通化
　 (令和7年度までに基幹系システム20業務について標準仕様に準拠したシステムへ移行する)

【事業費の負担割合】
　自治体オンライン手続推進事業対象分　国 1/2　市 1/2
　地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業対象分　国 10/10

　
【補正内容】
　・地方公共団体情報システムの標準化・共通化
　　　標準準拠システム移行に伴う文字フォント統一に関する委託料

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠 デジタル社会形成基本法

事業期間
令和 4 令和 7

デジタル行政の推進
一般 2 1 8 1479

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4 業務執行体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 ＤＸ推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　すべての子どもとその家庭及び妊産婦等の福祉に関し、必要な支援を行うことにより、子育て支援の強化を図
る。

【内容】
　すべての子どもとその家庭及び妊産婦等の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機
関との連絡調整その他の必要な支援を行うため、小城市子ども家庭総合支援拠点を設置する。
　主な業務：①子どもとその家庭及び妊産婦等の支援全般
　　　　　　②要支援児童、要保護児童、特定妊婦等の把握及び支援
　　　　　　③②の支援を行うための関係機関との連絡調整
　対象者　：すべての子どもとその家庭及び妊産婦等
　設置場所：社会福祉課内

【事業費の負担割合】
　国 1/2　市 1/2

【補正内容】
　子ども家庭支援員（家庭相談員）の配置に伴う人件費の増

5 1,011 2,028

2,028

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,012

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 職員手当等 共済費 旅費

3,980 3,907 3,907 一般財源

合　　計

1,507 194 288 39

5,327 5,327 事業費計 0事　業　費 4,104 4,816 7,233 5,502

その他 10 12 17 12 13 13 その他

財
源
内
訳

1,510

一般財源 3,966 4,804 4,797

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 64

国庫支出金 64 2,419

(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

1,407 1,407

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠
児童福祉法、市町村子ども家庭総合支援拠点設置運営要綱、小城市子ども家庭総合支援拠点事業
実施要綱

事業期間
平成27

一般 3 2 1 1190
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子ども家庭総合支援拠点事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

子育ての相談・支援体制の
充実
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
健康づくりと保健・医療の
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 予防接種法

事業期間
令和2 令和4

疾病予防対策の推進
一般 4 1 3 1457

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

18歳以上の者

5歳以上17歳以下の者

接種対象者

【目的】
　予防接種法の臨時接種に関する特例に基づき、新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの予防接種を実施
し、可能な限り感染拡大を抑制するとともに、重症化を防ぐことにより、市民の健康を守る。

【内容】
　法に基づき、新型コロナウイルスワクチンを接種する。

　令和2年度　接種体制の確立（接種予約に係るシステムの構築、コールセンターの設置等）
　令和3年度～令和4年度　予防接種の実施

　対象者　：原則として接種日現在小城市の住民基本台帳に記録されている5歳以上の者
　接種方法：小城市が設置する会場での集団接種又は接種実施医療機関での個別接種
　接種回数：18歳以上の者　3回
　　　　　　5歳以上17歳以下の者　2回
　自己負担：無料

【事業費の負担割合】
　国 10/10

【補正内容】
　新型コロナウイルスワクチンの接種対象者年齢の拡大及び接種回数の増加に伴う事業費の増

（補正前）
接種回数

3回

2回

60歳以上の者及び18歳以上60歳未満の基礎疾患を有する者等

（補正後）
接種対象者

上記以外の18歳以上の者
12歳以上17歳以下の者
5歳以上11歳以下の者

接種回数

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 10,626 360,149 319,768

その他 35

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

一般財源

県支出金

690,543

4

0 0 事業費計 690,582事　業　費 10,626 360,166 319,790 0

財
源
内
訳

一般財源 4

その他 13 22

地方債

11,440 145,421 1,072 180,351

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額34,772千円を含む。

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 職員手当等 報償費 需用費 役務費 委託料 その他 合　　計

2,365 2,548

4回 ※予定

3回
3回
2回

180,351

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

180,351

13,800 3,705
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

15,000 15,000

令和4年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

15,000

令和4年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 15,000 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

15,000

一般財源

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 15,000 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　佐賀県有明海漁業協同組合が実施する水産振興事業を支援することにより、水産業の振興を図る。

【内容】
　佐賀県有明海漁業協同組合（芦刈支所）が実施する水産振興事業に対して、補助を行う。
　
　令和4年度　海苔検査ライン更新事業補助金の交付
　　　　　　 補助率：対象経費の1/2以内(上限15,000千円)

　
　

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画)

法令根拠 小城市水産振興事業費補助金交付要綱

事業期間

漁業生産基盤の充実
一般 6 3 2 364

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 水産振興事業費補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 3 商工業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）第３弾キャッシュレス決済推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間

関係団体と連携した経営の
支援一般 7 1 2 1487

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、支払い時に人と人との接触を極力減らすため、スマートフォン
等を使った非接触の支払い手続きを推進するとともに、ポイントを還元することにより市内での消費活動を活性
化する。

【内容】
　市内の対象決済加盟店において、キャッシュレス決済（QRコード決済）で購入した者に対しポイントを還元す
る。

　対象店舗：市内の小売業、飲食業、サービス業の対象決済加盟店
　　　　　　（大手チェーン・公共サービス・病院・調剤薬局・金券ショップは除く）
　
　〈第3弾〉対象期間：令和4年11月1日～令和4年12月28日
　　　　 　還 元 率：20％
　　　　 　付与上限：1,000円/回　10,000円/月

【事業費の負担割合】
　国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

34,679

一般財源

国庫支出金 34,679

合　　計

一般財源

その他

34,679

令和4年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 34,679 0 0 0 事業費計 0

合　　計

34,679 34,679

令和4年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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